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利用上の注意

１．本速報は、平成１３年１２月３１日現在で実施した工業統計調査甲・乙調査による

従業者４人以上の事業所の調査結果のうち、従業者１０人以上の製造事業所について

集計、分析を行ったものである。ただし、在庫額、有形固定資産取得額、リース契約

額及びリース支払額は従業者３０人以上の製造事業所である。

２．各集計項目は、以下のとおり。

①従業者数 ＝ 常用労働者数 ＋ 個人事業主及び無給家族従業者数

②現金給与総額 ＝ 常用労働者に支払われた給与額 ＋ その他の給与額

③原材料使用額等 ＝ 原材料使用額 ＋ 燃料使用額 ＋ 電力使用額 ＋ 委託生産費

④製造品出荷額等 ＝ 製造品出荷額 ＋ 加工賃収入額 ＋ 修理料収入額

＋ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額 ＋ その他の収入額

⑤付加価値額 ＝ 製造品出荷額等 ＋（製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末在庫額 － 半製品及び仕掛品年初在庫額）

－ （内国消費税額＋推計消費税額） － 原材料使用額等 － 減価償却額

⑥粗付加価値額 ＝ 製造品出荷額等 － （内国消費税額＋推計消費税額） － 原材料使用額等

⑦有形固定資産取得額 ＝ 土地の取得額 ＋ 有形固定資産（土地を除く）の取得額

＋ 建設仮勘定の年間増減

［ ］付加価値額及び粗付加価値額の算出方法の変更

①平成１３年調査より内国消費税額を消費税を除く調査としたことから 「消費税額」は、

新たに設けた「製造品出荷額に占める直接輸出額の割合」を用いて推計し、付加価値額

及び粗付加価値額を算出することとした。

②平成１３年調査より、従業者１０～２９人の事業所については有形固定資産の調査を５

年毎（西暦末尾０、５年）とした。このことから、平成１２年までの粗付加価値額は従

業者４～９人の事業所であり、平成１３年以降の粗付加価値額は従業者４～２９人の事

業所である。



３．各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているので、積み上げと合計が一致しない

場合がある。なお、比率は、小数点以下第２位で四捨五入した。

統計表中 「－」は該当数値なし 「０」は四捨五入による単位未満 「▲」はマイナ、 、 、

スの数値を表している。

「ｘ」は１又は２の事業所に関する数値で、これをそのまま掲げると個々の申告者

の秘密が漏れるおそれがあるため秘匿した箇所であるが、３以上の事業所に関する数

値であっても、１又は２の事業所の数値が前後の関係から判明する箇所も同様とした。

４．一般機械器具製造業には武器製造業を含む。

５．平成１０年の前年比等については、事業所の捕そくを行ったため、時系列を考慮した

もので計算している。

６．表、グラフでの産業名の略称は、以下のとおり。

経済産業省経済産業政策局調査統計部構造統計課問い合わせ先
電話 ０３－３５０１－１５１１（代表） 内線２８９２
電話 ０３－３５０１－９９４５（直通）

統計アクセス用ＵＲＬ
http://www.meti.go.jp/statistics/

本速報は再生紙を使用しています

産業中分類名 略称 産業中分類名 略称

12 食料品製造業 食料 23 ゴム製品製造業 ゴム
13 飲料・たばこ・飼料製造業 飲料 24 なめし革・同製品・毛皮製造業 皮革
14 繊維工業 繊維 25 窯業・土石製品製造業 窯業
15 衣服・その他の繊維製品製造業 衣服 26 鉄鋼業 鉄鋼
16 木材・木製品製造業 木材 27 非鉄金属製造業 非鉄
17 家具・装備品製造業 家具 28 金属製品製造業 金属
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 紙パ 29 一般機械器具製造業 一般
19 出版・印刷・同関連産業 出版 30 電気機械器具製造業 電気
20 化学工業 化学 31 輸送用機械器具製造業 輸送
21 石油製品・石炭製品製造業 石油 32 精密機械器具製造業 精密
22 プラスチック製品製造業 プラ 34 その他の製造業 そ他
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概 況

１．従業者１０人以上の製造事業所の動向

－ 出荷額、付加価値額は再び減少、

事業所数は微増ながら10年ぶりに増加 －

平成１３年の従業者１０人以上の製造事業所数 以下 事業所 という は 15万5101事（ 、「 」 ） 、

業所、前年比0.2％と微増ながら１０年ぶりに増加となった。従業者数は、789万9152人、同

。 （ 、「 」▲2.2％減と平成４年以降１０年連続の減少となっている 製造品出荷額等 以下 出荷額

） 、 、 、 、 、 、という は 276兆802億円 同▲4.2％減 付加価値額は 97兆8249億円 同▲5.7％減と

ともに前年には３年ぶりに増加したものの、再び減少に転じている（第１表、第１図 。）

第１図 主要項目の推移(前年比)
（従業者１０人以上の事業所）

第１表 主要項目の推移
（従業者１０人以上の事業所）

、 。注１：平成１０年調査において事業所の捕そくをおこなったため 前年比については時系列を考慮したもので算出している

+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-+-
なお、平成１３年工業統計調査における従業者４人以上の事業所数は31万6179事業所(前年比▲7.4％減)、
従業者数は885万6437人（同▲3.6％減 、出荷額は286兆3302億円（同▲4.7％減 、付加価値額は103兆2033億） ）
円（同▲6.4％減）であった。

（従業者１０人以上の事業所）２．産業別の状況

項目 事 業 所 数 従 業 者 数 製造品出荷額等 付 加 価 値 額
前年比 前年比 前年比 前年比

年次 （％） （人） （％） （億円） （％） （億円） （％）
 平成　７年 174,418 ▲ 2.1 9,048,325 ▲ 2.1 2,922,796 1.8 1,098,820 3.8
 　　　８年 171,201 ▲ 1.8 8,903,872 ▲ 1.6 2,995,775 2.5 1,121,407 2.1
 　　　９年 167,606 ▲ 2.1 8,781,972 ▲ 1.4 3,096,722 3.4 1,128,015 0.6
 　　１０年 166,905 ▲ 5.3 8,606,686 ▲ 4.5 2,921,176 ▲ 7.0 1,059,131 ▲ 7.7
 　　１１年 159,346 ▲ 4.5 8,258,337 ▲ 4.0 2,792,555 ▲ 4.4 1,013,726 ▲ 4.3
 　　１２年 154,723 ▲ 2.9 8,073,292 ▲ 2.2 2,882,798 3.2 1,037,118 2.3
 　　１３年 155,101 0.2 7,899,152 ▲ 2.2 2,760,802 ▲ 4.2 978,249 ▲ 5.7



(1) 事業所数 －事業所数は、前年比0.2％の微増－

事業所数は15万5101事業所、前年比0.2％の微増ながら１０年ぶりに増加となった(第

１表、第１図)。

① 事業所数を産業別にみると 第２表 第２図 前年には全産業が減少したものの １（ 、 ）、 、

３年は、石油製品・石炭製品製造業（前年比6.4％増 、食料品製造業（同5.7％増 、プ） ）

ラスチック製品製造業（同3.6％増 、飲料・たばこ・飼料製造業（同3.4％増 、輸送用） ）

機械器具製造業 同2.8％増 など１４産業が増加に転じ 電気機械器具製造業 同▲7.（ ） 、 （

2％減 衣服・その他の繊維製品製造業 同▲5.0％減 精密機械器具製造業 同▲3.）、 （ ）、 （

2％減 木材・木製品製造業 同▲2.4％減 繊維工業 同▲1.9％減 など８産業が引）、 （ ）、 （ ）

き続き減少となっている。

第２図 産業別事業所数の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

第２表 主要項目の産業別統計表
（従業者１０人以上の事業所）

第３図 産業別事業所数の構成比

項目 事 業 所 数 従 業 者 数 製造品出荷額等 付 加 価 値 額
前年比 前年比 前年比 前年比

産業 （％） （人） （％） （億円） （％） （億円） （％）
00 製造業計 155,101 0.2 7,899,152 ▲ 2.2 2,760,802 ▲ 4.2 978,249 ▲ 5.7
12 食料品製造業 20,962 5.7 1,053,631 4.6 225,274 ▲ 1.1 85,743 ▲ 0.5
13 飲料・たばこ・飼料製造業 2,519 3.4 96,180 1.1 106,588 0.2 32,813 ▲ 0.8
14 繊維工業 3,815 ▲ 1.9 133,693 ▲ 5.8 24,274 ▲ 8.0 10,335 ▲ 6.4
15 衣服・その他の繊維製品製造業 9,312 ▲ 5.0 276,994 ▲ 8.8 25,685 ▲ 11.9 11,988 ▲ 11.1
16 木材・木製品製造業 4,356 ▲ 2.4 107,980 ▲ 4.0 24,269 ▲ 7.1 8,811 ▲ 5.1
17 家具・装備品製造業 3,534 0.3 109,697 ▲ 3.6 20,978 ▲ 5.6 8,935 ▲ 4.6
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 4,971 1.0 211,718 ▲ 1.4 73,547 ▲ 3.9 27,626 ▲ 2.3
19 出版・印刷・同関連産業 10,125 1.0 420,362 1.0 116,778 ▲ 1.4 60,373 ▲ 0.5
20 化学工業 4,019 0.1 356,581 ▲ 0.4 230,317 ▲ 2.2 111,789 ▲ 1.9
21 石油製品・石炭製品製造業 433 6.4 22,167 ▲ 1.7 92,797 1.3 4,248 ▲ 29.9
22 プラスチック製品製造業 9,541 3.6 377,672 1.1 94,604 ▲ 3.8 37,837 ▲ 3.1
23 ゴム製品製造業 2,017 1.7 114,922 ▲ 2.2 27,737 ▲ 6.6 12,965 ▲ 5.6
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 1,133 0.5 28,562 ▲ 4.9 4,976 ▲ 6.1 1,959 ▲ 0.1
25 窯業・土石製品製造業 9,081 ▲ 0.8 303,677 ▲ 3.2 77,076 ▲ 4.6 37,566 ▲ 3.5
26 鉄鋼業 3,087 ▲ 0.1 212,413 ▲ 5.1 109,864 ▲ 5.9 38,582 ▲ 6.2
27 非鉄金属製造業 1,826 ▲ 0.5 124,759 ▲ 5.0 57,199 ▲ 5.5 16,003 ▲ 11.2
28 金属製品製造業 17,133 2.3 566,034 ▲ 0.4 130,925 ▲ 2.5 56,874 ▲ 2.0
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 17,330 0.1 881,638 ▲ 3.1 271,099 ▲ 5.8 102,193 ▲ 5.1
30 電気機械器具製造業 15,750 ▲ 7.2 1,396,587 ▲ 7.5 519,058 ▲ 11.8 157,973 ▲ 20.3
31 輸送用機械器具製造業 7,416 2.8 812,802 0.1 447,901 1.8 122,767 5.9
32 精密機械器具製造業 2,546 ▲ 3.2 150,335 ▲ 3.0 38,456 ▲ 1.4 16,538 ▲ 0.8
34 その他の製造業 4,195 1.8 140,748 ▲ 0.8 41,399 ▲ 0.4 14,331 ▲ 12.7
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（従業者１０人以上の事業所）

② 事業所数の産業別構成比をみると 第２表 第（ 、

３図 、食料品製造業（2万962事業所、構成 比）

13.5％）が最も多く、次いで一般機械器具製 造

業（1万7330事業所、同11.2％ 、金属製品 製）

造業（1万7133事業所、同11.0％ 、電気機 械）

器具製造業（1万5750事業所、同10.2％ 、 出）

版・印刷・同関連産業（1万125事業所、同6.

5％）の順で、これら５産業で全体の５割強 を

占めている。以下、プラスチック製品製造業 （

9541事業所、同6.2％ 、衣服・その他の繊 維）

製品製造業（9312事業所、同6.0％ 、窯業 ・）

土石製品製造業（9081事業所、同5.9％ 、 輸）

送用機械器具製造業（7416事業所、同4.8％ 、パルプ・紙・紙加工品製造業（4971事業）

所 同3.2％ と続いている 前年に事業所数第３位の産業であった電気機械器具製造業、 ） 。

は金属製品製造業と順位が入れ替わり、金属製品製造業が３番目に事業所数の多い産業

となっている。

③ 事業所数を従業者規模別にみると 第４図 巻末数値表第１３表 10～19人規模 前（ 、 ）、 （

年比5.8％増）で増加となったが、30～49人規模（同▲5.6％減 、50～99人規模（同▲）

4.4％減 20～29人規模 同▲4.0％減 100～199人規模 同▲2.4％減 200～299人）、 （ ）、 （ ）、

規模（同▲2.1％減）など、20人以上の規模ではすべて減少となっている。

第４図 従業者規模別事業所数の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

(2) 従業者数 －減少続く従業者数－
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従業者数は789万9152人、前年比▲2.2％減と、平成４年以降１０年連続の減少となっ

た(第１表、第１図)。

① 従業者数を産業別にみると（第２表、第５図 、食料品製造業（前年比4.6％増）が６）

年ぶりの増加 飲料・たばこ・飼料製造業 同1.1％増 が１４年ぶりの増加 出版・印、 （ ） 、

刷・同関連産業（同1.0％増）が９年ぶりの増加、輸送用機械器具製造業（同0.1％増）

が１０年ぶりの増加 プラスチック製品製造業 同1.1％増 は２年連続の増加と ５産、 （ ） 、

業で増加となったが、衣服・その他の繊維製品製造業（同▲8.8％減 、電気機械器具製）

造業 同▲7.5％減 繊維工業 同▲5.8％減 鉄鋼業 同▲5.1％ 非鉄金属製造業（ ）、 （ ）、 （ ）、

（同▲5.0％減）など１７産業は減少となっている。

第５図 産業別従業者数の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

第６図 産業別従業者数の構成比
（従業者１０人以上の事業所）

（ 、② 従業者数の産業別構成比をみると 第２表

）、 （ 、第６図 電気機械器具製造業 139万6587人

構成比17.7％）が２割近くを占め、次いで食

料品製造業（105万3631人、同13.3％）となっ

ており、この２産業では従業者数がそれぞれ

１００万人を超えている。以下、一般機械器

具製造業（88万1638人、同11.2％ 、輸送用）

機械器具製造業（81万2802人、同10.3％ 、）

金属製品製造業（56万6034人、同7.2％ 、出）

（ 、 ）、版・印刷・同関連産業 42万362人 同5.3％

プラスチック製品製造業（37万7672人、同4.8

）、 （ 、 ）、 （ 、 ）、％ 化学工業 35万6581人 同4.5％ 窯業・土石製品製造業 30万3677人 同3.8％

衣服・その他の繊維製品製造業（27万6994人、同3.5%）の順となっている。なお、上位
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１０産業の順位は前年と同じであった。

(3) 製造品出荷額等 －出荷額は、前年の３年ぶり増から再び減少へ－

出荷額は 276兆802億円 前年比▲4.2％減と 前年の３年ぶりの増加から１３年は再、 、 、

び減少となった(第１表、第１図)。

（ 、 ）、 （ ）、① 出荷額を産業別にみると 第２表 第７図 輸送用機械器具製造業 前年比1.8％増

石油製品・石炭製品製造業 同1.3％増 飲料・たばこ・飼料製造業 同0.2％増 の増（ ）、 （ ）

加を除き 衣服・その他の繊維製品製造業 同▲11.9％減 電気機械器具製造業 同▲、 （ ）、 （

11.8％減 繊維工業 同▲8.0％減 木材・木製品製造業 同▲7.1％減 ゴム製品製）、 （ ）、 （ ）、

造業（同▲6.6％減）など残り１９産業が減少となっている。

第７図 産業別出荷額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

減少した産業のうち、繊維工業及び衣服・その他の繊維製品製造業は、輸入品拡大の

影響による生産の縮小や転廃事業所の増加、製品価格の低下などから引き続き減少と

なった。電気機械器具製造業は、前年はＩＴ関連の好調（パーソナルコンピュータ、携

帯電話・ＰＨＳなど）により大幅に増加したものの、１３年はＩＴ関連品目を中心とし

た内外需の落ち込みから減少となった。木材・木製品製造業は、建築用の需要不振や輸

入品の増加などから減少となった。ゴム製品製造業は、トラックタイヤや特殊車両用タ

イヤの減少、ゴム製シール、ゴムライニングなどの工業用ゴム製品の需要減などから減

少となった。鉄鋼業は、前年は輸出向け増により３年ぶりに増加したが、１３年は内需

不振から再び減少となった。一般機械器具製造業は、前年は半導体製造装置などを中心

に増加となったが、１３年はＩＴ関連機器の需要減に伴う設備投資の減少や公共投資の

縮小などから減少となった。

増加した産業のうち、輸送用機械器具製造業は、国内向け乗用車や自動車部品の内外
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需の増から増加となった。石油製品・石炭製品製造業は、前年同様、原油価格高の影響

から増加となっている。

第８図 産業別出荷額の構成比
（従業者１０人以上の事業所）

、（ 、② 出荷額の産業別構成比をみると 第２表

第８図 、電気機械器具製造業（51兆9058億）

、 ） 、円 構成比18.8％ がほぼ２割と最も多く

次いで輸送用機械器具製造業（44兆7901億

円、同16.2％ 、一般機械器具製造業（27兆）

1099億円、同9.8％ 、化学工業（23兆317億）

円、同8.3％ 、食料品製造業（22兆5274億）

円、同8.2％ 、金属製品製造業（13兆925億）

円、同4.7％ 、出版・印刷・同関連産業（1）

1兆6778億円、同4.2％ 、鉄鋼業（10兆9864）

億円、同4.0％ 、飲料・たばこ・飼料製造）

業（10兆6588億円、同3.9％ 、プラスチッ）

ク製品製造業（9兆4604億円、同3.4％）の順となっている。なお、上位１０産業の順位

は前年と同じであった。

③ 出荷額を従業者規模別にみると 第９図 減少が続く49人以下（ 、 ）、巻末数値表第１６表

の中小規模に加え、前年は増加であった50人以上規模も、200～299人規模（前年比▲6.

1％減 1000人以上規模 同▲5.4％減 300～499人規模 同▲4.4％減 など全規模で）、 （ ）、 （ ）

減少となっている。

第９図 従業者規模別出荷額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）
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④ １事業所当たり出荷額は、17億8000万円、過去最高（18億6320万円）であった前年に

比べ▲4.5％の減少となったものの、高水準を保っている（第３表、第１０図 。）

１事業所当たり出荷額を産業別にみると 精密機械器具製造業 前年比1.9％増 が増、 （ ）

加したほかは、ゴム製品製造業（同▲8.2％減 、衣服・その他の繊維製品製造業（同▲）

7.2％減 プラスチック製品製造業 同▲7.1％減 なめし革・同製品・毛皮製造業 同）、 （ ）、 （

▲6.6％減 、食料品製造業（同▲6.4％減）などすべての産業で減少となっている。）

第１０図 １事業所当たり出荷額の推移
（従業者１０人以上の事業所）

第３表 産業別１事業所当たり出荷額
（従業者１０人以上の事業所）

項目 平成１２年 平成１３年
前年比

産業 （万円） （万円） （％）
00 製造業計 186,320 178,000 ▲ 4.5
12 食料品製造業 114,791 107,468 ▲ 6.4
13 飲料・たばこ・飼料製造業 436,473 423,138 ▲ 3.1
14 繊維工業 67,821 63,627 ▲ 6.2
15 衣服・その他の繊維製品製造業 29,730 27,583 ▲ 7.2
16 木材・木製品製造業 58,526 55,715 ▲ 4.8
17 家具・装備品製造業 63,063 59,361 ▲ 5.9
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 155,449 147,952 ▲ 4.8
19 出版・印刷・同関連産業 118,142 115,336 ▲ 2.4
20 化学工業 586,768 573,070 ▲ 2.3
21 石油製品・石炭製品製造業 2,250,769 2,143,115 ▲ 4.8
22 プラスチック製品製造業 106,767 99,155 ▲ 7.1
23 ゴム製品製造業 149,738 137,519 ▲ 8.2
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 47,000 43,917 ▲ 6.6
25 窯業・土石製品製造業 88,195 84,876 ▲ 3.8
26 鉄鋼業 377,885 355,894 ▲ 5.8
27 非鉄金属製造業 330,022 313,245 ▲ 5.1
28 金属製品製造業 80,210 76,417 ▲ 4.7
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 166,328 156,434 ▲ 5.9
30 電気機械器具製造業 346,698 329,561 ▲ 4.9
31 輸送用機械器具製造業 610,053 603,965 ▲ 1.0
32 精密機械器具製造業 148,229 151,045 1.9
34 その他の製造業 100,903 98,686 ▲ 2.2
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(4) 付加価値額 －付加価値額は100兆円を下回る－

付加価値額は 97兆8249億円と１３年ぶりに100兆円を下回った 前年比をみると 出、 。 、

荷額同様、前年の３年ぶりの増加から、１３年には▲5.7％の減少となっている。(第１

表、第１図)。

① 付加価値額を産業別にみると(第２表、第１１図)、輸送用機械器具製造業（前年比5.

9％増）が増加したほかは、石油製品・石炭製品製造業（前年比▲29.9％減 、電気機械）

器具製造業 同▲20.3％減 その他の製造業 同▲12.7％減 非鉄金属製品製造業 同（ ）、 （ ）、 （

▲11.2％減 衣服・その他の繊維製品製造業 同▲11.1％減 など 残りすべての産業）、 （ ） 、

で減少となっている。

減少した産業のうち、石油製品・石炭製品製造業は、原油の価格高から、前年に引き

続き大幅な減少となっている。電気機械器具製造業は、前年には３年ぶりに増加したも

のの、１３年はＩＴ関連品目の不振による出荷額の落ち込みに伴い減少となっている。

増加となった輸送用機械器具製造業は、乗用車が好調だったことによる。

第１１図 産業別付加価値額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

② 付加価値額の産業別構成比をみると 第２表 第１２図 電気機械器具製造業 15兆（ 、 ）、 （

7973億円、構成比16.1％）が２割弱と最も多く、次いで輸送用機械器具製造業（12兆27

67億円、同12.5％ 、化学工業（11兆1789億円、同11.4％ 、一般機械器具製造業（10兆） ）

2193億円、同10.4％ 、食料品製造業（8兆5743億円、同8.8％ 、出版・印刷・同関連産） ）

業（6兆373億円、同6.2％ 、金属製品製造業（5兆6874億円、同5.8％ 、鉄鋼業（3兆8） ）

582億円、同3.9% 、プラスチック製品製造業（3兆7837億円、同3.9% 、窯業・土石製品） ）

工業（3兆7566億円、同3.8％）の順となっている。なお、上位１０産業の順位は前年と

同じであった。
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第１２図 産業別付加価値額の構成比
（従業者１０人以上の事業所）

③ 従業者１人当たり付加価値額は、製造業平均1238万円、前年比▲3.7％の減少であっ

た。過去最高となった前年（製造業平均1285万円）より減少したものの、高水準を維持

している （第４表、第１３図 。。 ）

従業者１人当たり付加価値額を産業別にみると 輸送用機械器具製造業 前年比5.7％、 （

増 、なめし革・同製品・毛皮製造業（同5.1％増)、精密機械器具製造業（同2.2％増））

が増加したほかは 石油製品・石炭製品製造業 前年比▲28.7％減 電気機械器具製造、 （ ）、

（ ）、 （ ）、 （ ）、業 同▲13.8％減 その他の製造業 同▲12.1％減 非鉄金属製造業 同▲6.4％減

食料品製造業（同▲4.8％減）など１９産業で減少となっている。

第１３図 従業者１人当たり付加価値額の推移
（従業者１０人以上の事業所）
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第４表 産業別従業者１人当たり付加価値額
（従業者１０人以上の事業所）

(5) 年末在庫額 －４年連続の減少－(従業者30人以上の事業所)

製造品在庫額 半製品・仕掛品在庫額は 19兆6113億円 前年末比▲5.1％と４年連続、 、 、

の減少であった(第５表)。

第５表 製造品在庫額、半製品・仕掛品在庫額の推移
（従業者３０人以上の事業所）

① これを在庫形態別にみると、

(巻末数ア 製造品在庫額は 8兆1851億円 前年末比▲0.6％と４年連続の減少であった、 、

。値表第８表)

産業別にみると なめし革・同製品・毛皮製造業 前年末比▲24.4％減 家具・装、 （ ）、

備品製造業（同▲10.5％減 、衣服・その他の繊維製品製造業（同▲10.0％減 、繊維） ）

工業 同▲7.0％減 電気機械器具製造業 同▲5.8％減 など１２産業で減少し 精（ ）、 （ ） 、

項目 平成１２年 平成１３年
前年比

産業 （万円） （万円） （％）
00 製造業計 1,285 1,238 ▲ 3.7
12 食料品製造業 855 814 ▲ 4.8
13 飲料・たばこ・飼料製造業 3,475 3,412 ▲ 1.8
14 繊維工業 778 773 ▲ 0.6
15 衣服・その他の繊維製品製造業 444 433 ▲ 2.5
16 木材・木製品製造業 825 816 ▲ 1.1
17 家具・装備品製造業 823 815 ▲ 1.0
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 1,317 1,305 ▲ 0.9
19 出版・印刷・同関連産業 1,457 1,436 ▲ 1.4
20 化学工業 3,185 3,135 ▲ 1.6
21 石油製品・石炭製品製造業 2,686 1,916 ▲ 28.7
22 プラスチック製品製造業 1,045 1,002 ▲ 4.1
23 ゴム製品製造業 1,169 1,128 ▲ 3.5
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 653 686 5.1
25 窯業・土石製品製造業 1,240 1,237 ▲ 0.2
26 鉄鋼業 1,839 1,816 ▲ 1.3
27 非鉄金属製造業 1,371 1,283 ▲ 6.4
28 金属製品製造業 1,021 1,005 ▲ 1.6
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 1,183 1,159 ▲ 2.0
30 電気機械器具製造業 1,312 1,131 ▲ 13.8
31 輸送用機械器具製造業 1,428 1,510 5.7
32 精密機械器具製造業 1,076 1,100 2.2
34 その他の製造業 1,158 1,018 ▲ 12.1

項目 計
製造品在庫額 半製品・仕掛品在庫額

前年末比 前年末比 前年末比
年次 （億円） （％） （億円） （％） （億円） （％）
平成　７年末 219,395 2.9 92,672 2.8 126,723 3.0
　　　８年末 223,602 1.9 93,236 0.6 130,367 2.9
　　　９年末 231,791 3.7 96,812 3.8 134,980 3.5
　　１０年末 229,951 ▲ 1.3 94,610 ▲ 3.0 135,342 ▲ 0.2
　　１１年末 212,432 ▲ 7.6 84,999 ▲ 10.2 127,433 ▲ 5.8
　　１２年末 206,619 ▲ 2.7 82,377 ▲ 3.1 124,242 ▲ 2.5
　　１３年末 196,113 ▲ 5.1 81,851 ▲ 0.6 114,262 ▲ 8.0



密機械器具製造業 同13.3％増 非鉄金属製造業 同7.3％増 輸送用機械器具製造（ ）、 （ ）、

業 同5.1％増 金属製品製造業 同4.9％増 化学工業 同4.4％ など１０産業で（ ）、 （ ）、 （ ）

増加となっている。

イ 半製品・仕掛品在庫額は 11兆4262億円 前年末比▲8.0％と４年連続の減少であっ、 、

た 。(巻末数値表第９表)

産業別にみると 衣服・その他の繊維製品製造業 同▲15.8％減 一般機械器具製、 （ ）、

造業（同▲14.0％減 、繊維工業（同▲12.7％減 、家具・装備品製造業（同▲12.0％） ）

減 なめし革・同製品・毛皮製造業 同▲10.5％減 など１７産業で減少し 窯業・）、 （ ） 、

土石製品工業（同2.7％増 、飲料・たばこ・飼料製造業（同2.6％増 、化学工業（同） ）

1.5％増 石油製品・石炭製品製造業 同1.5％増 プラスチック製品製造業 同0.）、 （ ）、 （

7％増）の５産業で増加となっている。

(従業者30人以上の事業所)(6) 有形固定資産取得額 (建設仮勘定の増減を含む)

－２年連続して増加－

有形固定資産取得額 は、11兆8306億円、前年比4.5％と２（建設仮勘定の増減を含む）

年連続の増加となった 。（巻末数値表第１１、１８表)

① 有形固定資産取得額を産業別にみると(第１４図 、飲料・たばこ・飼料製造業（前年）

比▲11.3％減 、繊維工業（同▲6.4％減 、電気機械器具製造業（同▲2.8％減）の減少） ）

、 （ ）、 （ ）、を除き 石油製品・石炭製品製造業 同30.7％増 家具・装備品製造業 同23.4％増

精密機械器具製造業（同20.1％増 、金属製品製造業（同17.8％増 、パルプ・紙・紙加） ）

工品製造業（同16.0％増）など残り１９産業で増加となっている。

第１４図 産業別有形固定資産取得額の前年比
（従業者３０人以上の事業所）
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(従業者30人以上の事業所)(7) リース契約額及び支払額

－契約額、支払額ともに減少－

、 、 、 、 、リース契約額は 1兆70億円 前年比▲7.1％の減少 リース支払額は 1兆3771億円

同▲0.5％の減少であった 。（第６表、第７表、巻末数値表第１２、１９表)

① リース契約額を産業別にみると 石油製品・石炭製品製造業 前年比▲71.0％減 化、 （ ）、

学工業（同▲57.7％減 、窯業・土石製品製造業（同▲34.5％減 、精密機械器具製造業） ）

同▲28.8％減 繊維工業 同▲15.4％減 など１３産業が減少し なめし革・同製品（ ）、 （ ） 、

・毛皮製造業（同66.3％増 、飲料・たばこ・飼料製造業（同42.8％増 、金属製品製造） ）

（ ）、 （ ）、 （ ）業 同18.3％増 食料品製造業 同13.1％増 出版・印刷・同関連産業 同12.4％増

など９産業が増加となっている。なお、なめし革・同製品・毛皮製造業の増加は、自家

発電設備の調達をリースで行ったことによる。

② リース契約額の産業別構成比をみると、電気機械器具製造業（構成比32.9％）が３割

強と最も多く、次いで輸送用機械器具製造業（同14.9％ 、一般機械器具製造業（同10.）

）、 （ ）、 （ ） 。3％ 食料品製造業 同8.4％ 出版・印刷・同関連産業 同6.1 の順となっている

このうち 電気機械器具製造業を中心とする機械器具製造業 同59.7％ は前年 同58.、 （ ） （

5％ より構成比を高め リース契約額のほぼ６割を占めている なお 上位３業種の順） 、 。 、

位は、前年と同じであった。

第６表 リース契約額の前年比及び構成比

（従業者３０人以上の事業所）

項目 平成１２年 平成１３年
前年比 構成比

産業 （億円） （億円） （％） （％）
00 製造業計 10,842 10,070 ▲ 7.1 100.0
12 食料品製造業 746 843 13.1 8.4
13 飲料・たばこ・飼料製造業 112 160 42.8 1.6
14 繊維工業 59 50 ▲ 15.4 0.5
15 衣服・その他の繊維製品製造業 54 58 7.8 0.6
16 木材・木製品製造業 85 82 ▲ 3.3 0.8
17 家具・装備品製造業 49 47 ▲ 4.2 0.5
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 218 230 5.5 2.3
19 出版・印刷・同関連産業 549 617 12.4 6.1
20 化学工業 778 329 ▲ 57.7 3.3
21 石油製品・石炭製品製造業 88 26 ▲ 71.0 0.3
22 プラスチック製品製造業 561 488 ▲ 12.9 4.8
23 ゴム製品製造業 51 53 2.6 0.5
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 4 6 66.3 0.1
25 窯業・土石製品製造業 339 222 ▲ 34.5 2.2
26 鉄鋼業 199 194 ▲ 2.6 1.9
27 非鉄金属製造業 158 140 ▲ 11.6 1.4
28 金属製品製造業 368 435 18.3 4.3
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 1,041 1,034 ▲ 0.7 10.3
30 電気機械器具製造業 3,538 3,314 ▲ 6.3 32.9
31 輸送用機械器具製造業 1,538 1,498 ▲ 2.6 14.9
32 精密機械器具製造業 232 165 ▲ 28.8 1.6
34 その他の製造業 76 81 7.1 0.8



③ リース支払額を産業別にみると、なめし革・同製品・毛皮製造業（前年比▲21.9％

減 家具・装備品製造業 同▲21.5％減 ゴム製品製造業 同▲17.5％減 繊維工業）、 （ ）、 （ ）、

同▲16.4％減 窯業・土石製品製造業 同▲13.8％減 など１４産業で減少し 精密（ ）、 （ ） 、

機械器具製造業 同7.1％増 食料品製造業 同5.7％増 プラスチック製品製造業 同（ ）、 （ ）、 （

5.6％増 金属製品製造業 同4.4％増 電気機械器具製造業 同3.7％増 など７産業）、 （ ）、 （ ）

で増加、飲料・たばこ・飼料製造業は横ばいとなっている。

④ リース支払額の構成比をみると、電気機械器具製造業（同26.9％）が３割弱と最も多

く、次いで輸送用機械器具製造業（同14.8％ 、一般機械器具製造業（同10.0％ 、出版） ）

・印刷・同関連産業 同8.4％ 食料品製造業 同8.2％ プラスチック製品製造業 同（ ）、 （ ）、 （

4.6％）の順となっている。なお、上位６産業の順位は、前年と同じであった。

第７表 リース支払額の前年比及び構成比

（従業者３０人以上の事業所）
項目 平成１２年 平成１３年

前年比 構成比
産業 （億円） （億円） （％） （％）
00 製造業計 13,836 13,771 ▲ 0.5 100.0
12 食料品製造業 1,065 1,126 5.7 8.2
13 飲料・たばこ・飼料製造業 259 259 0.0 1.9
14 繊維工業 136 114 ▲ 16.4 0.8
15 衣服・その他の繊維製品製造業 121 109 ▲ 9.4 0.8
16 木材・木製品製造業 105 102 ▲ 3.3 0.7
17 家具・装備品製造業 153 120 ▲ 21.5 0.9
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 353 364 2.9 2.6
19 出版・印刷・同関連産業 1,111 1,151 3.6 8.4
20 化学工業 580 577 ▲ 0.4 4.2
21 石油製品・石炭製品製造業 44 39 ▲ 11.8 0.3
22 プラスチック製品製造業 595 629 5.6 4.6
23 ゴム製品製造業 105 86 ▲ 17.5 0.6
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 13 10 ▲ 21.9 0.1
25 窯業・土石製品製造業 392 338 ▲ 13.8 2.5
26 鉄鋼業 453 409 ▲ 9.8 3.0
27 非鉄金属製造業 244 214 ▲ 12.3 1.6
28 金属製品製造業 568 593 4.4 4.3
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 1,450 1,378 ▲ 5.0 10.0
30 電気機械器具製造業 3,577 3,711 3.7 26.9
31 輸送用機械器具製造業 2,100 2,037 ▲ 3.0 14.8
32 精密機械器具製造業 236 253 7.1 1.8
34 その他の製造業 173 152 ▲ 12.4 1.1



（従業者10人以上の事業所）３．都道府県別の状況

(1) 事業所数 －事業所数は、２５県が増加、２県が横ばい、２０県で減少－

事業所数は、15万5101事業所、前年比0.2％の微増であった(第８、１３表)。

① 都道府県別にみると 第１５図 沖縄 前年比12.1％増 岐阜 同4.6％増 愛知（ ）、 （ ）、 （ ）、

同4.6％増 石川 同3.8％増 静岡 同3.4％増 滋賀 同2.8％増 などの２５県（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）

で増加、富山、宮崎の２県は横ばい、秋田（同▲5.8％減 、鳥取（同▲5.5％減 、福島） ）

同▲4.4％減 山形 同▲4.3％減 など２０県で減少となっている 増加となった２（ ）、 （ ） 。

５県は、いずれも食料品製造業での増加が寄与している。

第１５図 都道府県別事業所数の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

② 事業所数が多い県は、大阪（1万2672事業所、構成比8.2％ 、愛知（1万1785事業所、）

同7.6％ 、東京（1万 278事業所、同6.6％ 、埼玉（8401事業所、同5.4％ 、静岡（75） ） ）

33事業所 同4.9％ 神奈川 6552事業所 同4.2％ 兵庫 6244事業所 同4.0％ の、 ）、 （ 、 ）、 （ 、 ）

順となっている。

第８表 都道府県別の事業所数
（従業者１０人以上の事業所）
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項目 平成１２年 平成１３年 項目 平成１２年 平成１３年
前年比 前年比

県 （％） 県 （％）
 全 国 計 154,723 155,101 0.2 24 三　重 2,878 2,935 2.0
 1 北海道 4,693 4,680 ▲ 0.3 25 滋　賀 2,039 2,096 2.8
 2 青　森 1,379 1,336 ▲ 3.1 26 京　都 3,104 3,128 0.8
 3 岩　手 2,006 1,944 ▲ 3.1 27 大　阪 12,796 12,672 ▲ 1.0
 4 宮　城 2,474 2,438 ▲ 1.5 28 兵　庫 6,197 6,244 0.8
 5 秋　田 1,780 1,677 ▲ 5.8 29 奈　良 1,417 1,455 2.7
 6 山　形 2,204 2,109 ▲ 4.3 30 和歌山 1,267 1,266 ▲ 0.1
 7 福　島 3,431 3,280 ▲ 4.4 31 鳥　取 835 789 ▲ 5.5
 8 茨　城 4,212 4,243 0.7 32 島　根 1,038 1,018 ▲ 1.9
 9 栃　木 3,248 3,279 1.0 33 岡　山 2,807 2,777 ▲ 1.1
10 群　馬 3,831 3,859 0.7 34 広　島 3,721 3,770 1.3
11 埼　玉 8,381 8,401 0.2 35 山　口 1,550 1,576 1.7
12 千　葉 4,141 4,175 0.8 36 徳　島 1,062 1,087 2.4
13 東　京 10,555 10,278 ▲ 2.6 37 香　川 1,459 1,489 2.1
14 神奈川 6,641 6,552 ▲ 1.3 38 愛　媛 1,840 1,822 ▲ 1.0
15 新　潟 4,290 4,248 ▲ 1.0 39 高　知 777 778 0.1
16 富　山 2,178 2,178 0.0 40 福　岡 4,376 4,387 0.3
17 石　川 1,923 1,997 3.8 41 佐　賀 1,099 1,101 0.2
18 福　井 1,623 1,639 1.0 42 長　崎 1,224 1,246 1.8
19 山　梨 1,428 1,412 ▲ 1.1 43 熊　本 1,693 1,669 ▲ 1.4
20 長　野 4,037 3,984 ▲ 1.3 44 大　分 1,214 1,190 ▲ 2.0
21 岐　阜 4,045 4,231 4.6 45 宮　崎 1,154 1,154 0.0
22 静　岡 7,287 7,533 3.4 46 鹿児島 1,562 1,566 0.3
23 愛　知 11,267 11,785 4.6 47 沖　縄 560 628 12.1



(2) 従業者数 －従業者数は、３９県が減少、８県で増加 －

従業者数は、789万9152人、前年比▲2.2％の減少であった（第９表 。）

① 都道府県別にみると 秋田 前年比▲9.9％減 鳥取 同▲9.8％減 青森 同▲8.、 （ ）、 （ ）、 （

1％減 岩手 同▲7.6％減 山形 同▲6.6％減 鹿児島 同▲4.9％減 福島 同）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、 （

▲4.5％減）など３９県で減少、沖縄（同5.1％増 、岐阜（同1.3％増 、滋賀（同0.9％） ）

増 、三重（同0.8％増 、愛知 （同0.6％増）など８県で増加となっている。） ） 、

、 （ 、 ）、 （ 、 ）、② 従業者数の多い県は 愛知 72万6566人 構成比9.2％ 大阪 50万9287人 同6.4％

神奈川（44万1370人、同5.6％ 、東京（42万7670人、同5.4％ 、静岡（41万1829人、同） ）

） （ 、 ）、 （ 、 ） 。5.2％ 埼玉 40万1517人 同5.1％ 兵庫 35万857人 同4.4％ の順となっている

第９表 都道府県別の従業者数
（従業者１０人以上の事業所）

(3) 製造品出荷額等 －出荷額は、４１県が減少、６県で増加 －

出荷額は、276兆802億円、前年比▲4.2％の減少であった（第１０、１４表 。）

① 都道府県別にみると 第１６図 長崎 前年比7.2％増 石川 同1.8％増 沖縄 同（ ）、 （ ）、 （ ） （

1.7％増 、山口（同1.0％増）など６県で増加したものの、島根（同▲13.3％減 、秋田） ）

（ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、同▲12.5％減 京都 同▲11.3％減 山梨 同▲10.8％減 奈良 同▲10.6％減

高知（同▲10.2％減 、福井（同▲9.8％減 、山形（同▲9.7％減）など４１県が減少と） ）

なっている。

減少となった県のうち、島根は電気機械器具製造業（パーソナルコンピュータ、電子

部品など 、一般機械器具製造業（農業用機械 、鉄鋼業（国内向け受注減）の減少によ） ）

、 （ 、 ）、り 奈良は電気機械器具製造業 パーソナルコンピュータ 液晶素子などの電子部品

金属製品製造業 ガス機器・石油機器 一般機械器具製造業 金属工作機械 複写機な（ ）、 （ 、

どの事務用機械）の減少により、埼玉は電気機械器具製造業（電子部品、パーソナルコ

ンピュータなど）の減少により、神奈川は電気機械器具製造業（集積回路やパーソナル

コンピュータなどのＩＴ関連品目 、輸送用機械器具製造業（自動車部品など 、一般機） ）

械器具製造業(化学機械や空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機、金属工作機械など)の減少

平成１２年 平成１３年 平成１２年 平成１３年
前年比 前年比

（人） （人） （％） （人） （人） （％）
 全 国 計 8,073,292 7,899,152 ▲ 2.2 24 三　重 176,553 177,991 0.8
 1 北海道 192,786 190,108 ▲ 1.4 25 滋　賀 143,416 144,645 0.9
 2 青　森 68,571 62,996 ▲ 8.1 26 京　都 150,477 145,864 ▲ 3.1
 3 岩　手 104,169 96,283 ▲ 7.6 27 大　阪 520,510 509,287 ▲ 2.2
 4 宮　城 131,354 126,068 ▲ 4.0 28 兵　庫 355,106 350,857 ▲ 1.2
 5 秋　田 84,082 75,777 ▲ 9.9 29 奈　良 67,479 65,754 ▲ 2.6
 6 山　形 117,329 109,586 ▲ 6.6 30 和歌山 49,144 48,101 ▲ 2.1
 7 福　島 184,099 175,725 ▲ 4.5 31 鳥　取 43,058 38,831 ▲ 9.8
 8 茨　城 261,632 257,811 ▲ 1.5 32 島　根 46,418 44,396 ▲ 4.4
 9 栃　木 192,979 191,613 ▲ 0.7 33 岡　山 149,302 148,962 ▲ 0.2
10 群　馬 210,539 207,004 ▲ 1.7 34 広　島 202,391 196,946 ▲ 2.7
11 埼　玉 414,029 401,517 ▲ 3.0 35 山　口 98,675 98,900 0.2
12 千　葉 229,340 223,610 ▲ 2.5 36 徳　島 50,738 48,822 ▲ 3.8
13 東　京 443,712 427,670 ▲ 3.6 37 香　川 66,506 65,752 ▲ 1.1
14 神奈川 461,776 441,370 ▲ 4.4 38 愛　媛 88,337 85,378 ▲ 3.3
15 新　潟 201,133 193,834 ▲ 3.6 39 高　知 27,705 27,328 ▲ 1.4
16 富　山 122,155 120,398 ▲ 1.4 40 福　岡 226,748 223,598 ▲ 1.4
17 石　川 88,703 89,185 0.5 41 佐　賀 57,522 56,942 ▲ 1.0
18 福　井 73,840 72,113 ▲ 2.3 42 長　崎 59,849 57,697 ▲ 3.6
19 山　梨 73,427 70,846 ▲ 3.5 43 熊　本 92,806 90,072 ▲ 2.9
20 長　野 213,181 207,004 ▲ 2.9 44 大　分 65,272 63,030 ▲ 3.4
21 岐　阜 176,268 178,628 1.3 45 宮　崎 58,550 56,496 ▲ 3.5
22 静　岡 410,442 411,829 0.3 46 鹿児島 79,175 75,293 ▲ 4.9
23 愛　知 722,348 726,566 0.6 47 沖　縄 19,661 20,669 5.1



により、東京は出版・印刷・同関連産業の減少により、それぞれ減少となっている。

増加した県のうち、長崎は一般機械器具製造業（蒸気機関・タービン・水力タービ

ン 電気機械器具製造業 半導体集積回路 の増加により 石川は一般機械器具製造業）、 （ ） 、

建設機械・鉱山機械 金属工作機械 動力伝導装置 玉軸受 ころ軸受を除く の増（ 、 、 （ ， ））

加により 沖縄は飲料・たばこ・飼料製造業 たばこ 一般機械器具製造業 その他の、 （ ）、 （

事務用・サービス用・民生用機械）の増加により、それぞれ増加となっている。

第１６図 都道府県別出荷額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

② 出荷額が大きい県は（第１０、１４表 、愛知（33兆5116億円、構成比12.1％ 、神奈） ）

川（19兆3546億円、同7.0％ 、大阪（16兆18億円、同5.8％ 、静岡（15兆6639億円、同） ）

5.7％ 、東京（15兆4387億円、同5.6％ 、埼玉（13兆2802億円、同4.8％）兵庫（12兆） ）

7146億円 同4.6％ の順となっている なお 電気機械器具製造業は２５県 前年２８、 ） 。 、 （

県）で出荷額第１位産業であった。また、青森では電気機械器具製造業から食料品製造

業へ、愛媛では電気機械器具製造業からパルプ・紙・紙加工品製造業へ、鹿児島では電

気機械器具製造業から食料品製造業へと、前年に比べ出荷額第１位の産業が入れ替わっ

ている（第１２表 。）

第１０表 都道府県別の出荷額
（従業者１０人以上の事業所）
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平成１２年 平成１３年 平成１２年 平成１３年
前年比 前年比

（億円） （億円） （％） （億円） （億円） （％）
 全 国 計 2,882,798 2,760,802 ▲ 4.2 24 三　重 78,762 74,917 ▲ 4.9
 1 北海道 55,242 52,700 ▲ 4.6 25 滋　賀 62,782 59,577 ▲ 5.1
 2 青　森 13,129 12,023 ▲ 8.4 26 京　都 56,124 49,810 ▲ 11.3
 3 岩　手 23,809 21,938 ▲ 7.9 27 大　阪 166,160 160,018 ▲ 3.7
 4 宮　城 37,325 35,443 ▲ 5.0 28 兵　庫 135,873 127,146 ▲ 6.4
 5 秋　田 16,353 14,311 ▲ 12.5 29 奈　良 22,892 20,462 ▲ 10.6
 6 山　形 28,593 25,821 ▲ 9.7 30 和歌山 21,536 21,489 ▲ 0.2
 7 福　島 55,590 52,333 ▲ 5.9 31 鳥　取 11,643 10,730 ▲ 7.8
 8 茨　城 104,989 100,632 ▲ 4.2 32 島　根 11,712 10,151 ▲ 13.3
 9 栃　木 74,500 73,206 ▲ 1.7 33 岡　山 62,033 61,064 ▲ 1.6
10 群　馬 77,682 75,567 ▲ 2.7 34 広　島 69,683 65,859 ▲ 5.5
11 埼　玉 137,554 132,802 ▲ 3.5 35 山　口 47,521 48,005 1.0
12 千　葉 111,540 106,282 ▲ 4.7 36 徳　島 14,373 13,967 ▲ 2.8
13 東　京 166,110 154,387 ▲ 7.1 37 香　川 20,469 20,379 ▲ 0.4
14 神奈川 211,743 193,546 ▲ 8.6 38 愛　媛 33,558 31,866 ▲ 5.0
15 新　潟 44,233 41,643 ▲ 5.9 39 高　知 5,909 5,307 ▲ 10.2
16 富　山 33,284 32,105 ▲ 3.5 40 福　岡 70,861 71,252 0.6
17 石　川 23,284 23,711 1.8 41 佐　賀 15,510 15,364 ▲ 0.9
18 福　井 18,383 16,575 ▲ 9.8 42 長　崎 14,559 15,604 7.2
19 山　梨 25,224 22,508 ▲ 10.8 43 熊　本 27,332 25,592 ▲ 6.4
20 長　野 67,394 62,873 ▲ 6.7 44 大　分 30,116 27,843 ▲ 7.5
21 岐　阜 47,487 46,721 ▲ 1.6 45 宮　崎 12,659 11,852 ▲ 6.4
22 静　岡 160,145 156,639 ▲ 2.2 46 鹿児島 19,067 17,606 ▲ 7.7
23 愛　知 332,117 335,116 0.9 47 沖　縄 5,956 6,058 1.7



(4) 付加価値額 － 付加価値額は、３８県が減少、９県で増加－

付加価値額は、97兆8249億円、前年比▲5.7％の減少であった（第１１、１５表 。）

（ ）、 （ ）、 （ ）、① 都道府県別にみると 第１７図 山梨 前年比▲20.9％減 岩手 同▲20.2％減

大分 同▲16.5％減 鹿児島 同▲15.7％減 千葉 同▲14.6％減 山形 同▲13.（ ）、 （ ）、 （ ）、 （

8％減）など３８県が減少し、沖縄（同7.5％増 、石川（同6.0％増 、和歌山（同4.4％） ）

増 、岡山（同4.1％増 、徳島（同4.0％増）など９県で増加となっている。） ）

第１７図 都道府県別付加価値額の前年比
（従業者１０人以上の事業所）

② 付加価値額が大きい県は（第１１、１５表 、愛知（10兆4048億円、構成比10.6％ 、） ）

（ 、 ）、 （ 、 ）、 （ 、神奈川 6兆4973億円 同6.6％ 東京 6兆3968億円 同6.5％ 大阪 6兆3730億円

同6.5％ 、静岡（5兆6308億円、同5.8％ 、兵庫（4兆7630億円、同4.9％ 、埼玉（4兆） ） ）

7186億円、同4.8％）の順となっている。

第１１表 都道府県別の付加価値額
（従業者１０人以上の事業所）
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平成13年平均
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平成１２年 平成１３年 平成１２年 平成１３年
前年比 前年比

（億円） （億円） （％） （億円） （億円） （％）
 全 国 計 1,037,118 978,249 ▲ 5.7 24 三　重 25,717 23,658 ▲ 8.0
 1 北海道 19,076 17,859 ▲ 6.4 25 滋　賀 25,053 24,014 ▲ 4.1
 2 青　森 4,223 3,659 ▲ 13.3 26 京　都 22,107 19,319 ▲ 12.6
 3 岩　手 8,487 6,769 ▲ 20.2 27 大　阪 65,782 63,730 ▲ 3.1
 4 宮　城 12,864 11,789 ▲ 8.4 28 兵　庫 51,409 47,630 ▲ 7.3
 5 秋　田 5,757 5,565 ▲ 3.3 29 奈　良 8,623 7,820 ▲ 9.3
 6 山　形 10,148 8,747 ▲ 13.8 30 和歌山 7,785 8,129 4.4
 7 福　島 21,425 19,273 ▲ 10.0 31 鳥　取 3,573 3,250 ▲ 9.0
 8 茨　城 36,428 34,584 ▲ 5.1 32 島　根 3,985 3,486 ▲ 12.5
 9 栃　木 27,022 25,269 ▲ 6.5 33 岡　山 19,431 20,223 4.1
10 群　馬 27,462 25,443 ▲ 7.3 34 広　島 25,933 25,447 ▲ 1.9
11 埼　玉 50,210 47,186 ▲ 6.0 35 山　口 16,592 16,023 ▲ 3.4
12 千　葉 38,489 32,865 ▲ 14.6 36 徳　島 5,967 6,205 4.0
13 東　京 68,251 63,968 ▲ 6.3 37 香　川 6,427 6,486 0.9
14 神奈川 72,958 64,973 ▲ 10.9 38 愛　媛 10,598 10,346 ▲ 2.4
15 新　潟 18,312 16,864 ▲ 7.9 39 高　知 2,894 2,527 ▲ 12.7
16 富　山 14,001 13,502 ▲ 3.6 40 福　岡 26,035 25,731 ▲ 1.2
17 石　川 8,344 8,845 6.0 41 佐　賀 5,953 5,964 0.2
18 福　井 7,406 6,606 ▲ 10.8 42 長　崎 4,657 4,303 ▲ 7.6
19 山　梨 9,855 7,791 ▲ 20.9 43 熊　本 9,963 8,991 ▲ 9.8
20 長　野 25,936 23,256 ▲ 10.3 44 大　分 10,647 8,888 ▲ 16.5
21 岐　阜 17,903 18,221 1.8 45 宮　崎 4,634 4,481 ▲ 3.3
22 静　岡 59,329 56,308 ▲ 5.1 46 鹿児島 7,696 6,488 ▲ 15.7
23 愛　知 100,170 104,048 3.9 47 沖　縄 1,601 1,722 7.5



(5) 従業者１人当たり現金給与総額

従業者１人当たり現金給与総額は、473万円、前年比▲0.4％の減少であった(第１８

図)。

① 都道府県別にみると、沖縄（前年比▲5.2％減 、奈良（同▲3.9％減 、和歌山（同▲） ）

3.2％減 高知 同▲3.0％減 山口 同▲2.9％減 宮崎 同▲2.8％減 岐阜 同）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、 （

▲2.7％減 、大阪（同▲2.7％減）など２８県が減少し、愛媛は横ばい、鳥取（同7.2％）

増 徳島 同5.8％増 青森 同4.0％増 栃木 同3.3％増 岩手 同3.2％増 秋）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、 （ ）、

田（同3.0％増）など１８県で増加となっている。

② 従業者１人当たり現金給与総額が高い県は 東京 583万円 次いで 神奈川 582万、 （ ）、 、 （

円 愛知 536万円 滋賀 504万円 栃木 504万円 大阪 503万円 京都 500万）、 （ ） （ ）、 （ ）、 （ ）、 （

円）の順となっている。

第１８図 都道府県別の従業者１人当たり現金給与総額
（従業者１０人以上の事業所）
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＜トピックス＞

（従業者１０人以上の事業所）１．事業所の開業・廃業・継続状況

開業率・廃業率、継続事業所の状況(1)

みると、平成１２年、１３年と平成１３年調査結果を開業、廃業、継続事業所別に

継続して存在した事業所は13万7608事業所で、平成１３年の従業者１０人以上の事業

所のうち88.7 が継続して活動を行っている。開業等の事業所は1958事業所、開業率%

は1.3 、廃業等の事業所は5944事業所、廃業率は3.8 であった。% %

出荷額ベースでみると、継続事業所の割合は、平成１３年では97.5 とその割合は%

事業所数の割合より大きい。また、開業率は1.0 、廃業率は2.0 であった。% %

【事業所数】

平成１２年 平成１３年

事業所数 構成比(%) 事業所数 構成比(%)

　合　　計 154,723 100.0 155,101 100.0

　新規等（転入、転業を含む） 1,958  開業率 1.3

　規模上がり等 15,535 10.0

　継続 137,608 88.9 137,608 88.7

　規模下がり等 11,171 7.2

　廃業等（転出、転業を含む） 5,944  廃業率 3.8

【出荷額】

平成１２年 平成１３年

億円 構成比(%) 億円 構成比(%)

　合　　計 2,882,798 100.0 2,760,802 100.0

　新規等（転入、転業を含む） 26,962  開業率 1.0

　規模上がり等 41,508 1.5

　継続 2,781,335 96.5 2,692,332 97.5

　規模下がり等 42,698 1.5

　廃業等（転出、転業を含む） 58,765  廃業率 2.0
注：開業率　＝　開設・転入、転業の事業所数　／　当年事業所数　×　１００
　　廃業率　＝　廃業・転出、転業の事業所　　／　前年事業所数　×　１００

従業者10人以上の事業所の状況



開業率をみると、製造業計で1.3％、前年に比べ0.2ﾎﾟｲﾝﾄのわずかな拡大であった。

開業率を産業別にみると、鉄鋼業(前年比▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄ縮小)と金属製品製造業(同▲0.1

ﾎﾟｲﾝﾄ縮小)以外の産業は、なめし革・同製品・毛皮製造業(同1.5ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)、精密機械

器具製造業(同0.6ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)、パルプ・紙・紙加工品製造業(同0.5ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)、石油製

品・石炭製品製造業(同0.5ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)、ゴム製品製造業(同0.5ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)など１９産業

で拡大している。なお、なめし革・同製品・毛皮製造業の開業率拡大は、兵庫県での開

業が前年に比べ拡大したことによる。

廃業率をみると、製造業計で3.8％、前年比0.6ﾎﾟｲﾝﾄの拡大となっている。

廃業率を産業別にみると 鉄鋼業(同▲0.6ﾎﾟｲﾝﾄ縮小) 出版・印刷・同関連産業(同▲、 、

0.4ﾎﾟｲﾝﾄ縮小) 輸送用機械器具製造業(同▲0.3ﾎﾟｲﾝﾄ縮小) ゴム製品製造業(同▲0.2ﾎﾟ、 、

ｲﾝﾄ縮小)の４産業で縮小したものの、電気機械器具製造業(同2.7ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)、石油製品

、 、・石炭製品製造業(同2.1ﾎﾟｲﾝﾄ拡大) なめし革・同製品・毛皮製造業(同1.8ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)

精密機械器具製造業(同1.7ﾎﾟｲﾝﾄ拡大)などの１７産業で拡大している。なお、電気機械

器具製造業は電子部品を製造している事業所での廃業が多い。

産業中分類別 開業率、廃業率

11年 12年 13年 11年 12年 13年
ﾎﾟｲﾝﾄ差 ﾎﾟｲﾝﾄ差 ﾎﾟｲﾝﾄ差 ﾎﾟｲﾝﾄ差

00 製造業計 0.9 1.1 0.2 1.3 0.2 3.2 3.2 0.0 3.8 0.6
12 食料品製造業 1.0 1.1 0.1 1.2 0.1 2.7 2.5 ▲ 0.2 3.0 0.5
13 飲料・たばこ・飼料製造業 0.5 1.1 0.6 1.3 0.2 1.6 1.5 ▲ 0.1 1.9 0.4
14 繊維工業 0.5 0.6 0.1 0.7 0.1 3.2 3.8 0.6 4.4 0.6
15 衣服・その他の繊維製品製造業 0.9 1.1 0.2 1.2 0.1 5.8 7.3 1.5 7.9 0.6
16 木材・木製品製造業 0.9 0.8 ▲ 0.1 1.2 0.4 3.3 2.8 ▲ 0.5 4.1 1.3
17 家具・装備品製造業 0.8 0.8 0.0 1.2 0.4 3.5 4.5 1.0 4.5 0.0
18 パルプ・紙・紙加工品製造業 1.1 0.9 ▲ 0.2 1.4 0.5 2.9 2.6 ▲ 0.3 2.9 0.3
19 出版・印刷・同関連産業 1.1 0.7 ▲ 0.4 1.0 0.3 3.0 2.7 ▲ 0.3 2.3 ▲ 0.4
20 化学工業 1.3 1.0 ▲ 0.3 1.4 0.4 2.3 1.8 ▲ 0.5 2.4 0.6
21 石油製品・石炭製品製造業 0.5 0.7 0.2 1.2 0.5 3.3 1.6 ▲ 1.7 3.7 2.1
22 プラスチック製品製造業 0.9 1.5 0.6 1.6 0.1 2.9 2.4 ▲ 0.5 3.4 1.0
23 ゴム製品製造業 1.2 1.2 0.0 1.7 0.5 3.1 3.2 0.1 3.0 ▲ 0.2
24 なめし革・同製品・毛皮製造業 0.6 0.8 0.2 2.3 1.5 4.4 4.6 0.2 6.4 1.8
25 窯業・土石製品製造業 0.8 0.9 0.1 1.1 0.2 3.1 2.6 ▲ 0.5 3.2 0.6
26 鉄鋼業 1.2 1.0 ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.2 3.8 3.1 ▲ 0.7 2.5 ▲ 0.6
27 非鉄金属製造業 0.9 1.0 0.1 1.3 0.3 2.7 2.6 ▲ 0.1 3.0 0.4
28 金属製品製造業 0.8 1.1 0.3 1.0 ▲ 0.1 2.7 2.8 0.1 3.2 0.4
29 一般機械器具製造業（33 武器製造業を含む） 0.9 1.2 0.3 1.3 0.1 3.0 2.8 ▲ 0.2 3.2 0.4
30 電気機械器具製造業 1.3 1.6 0.3 1.7 0.1 3.8 3.7 ▲ 0.1 6.4 2.7
31 輸送用機械器具製造業 0.8 1.3 0.5 1.3 0.0 3.1 3.0 ▲ 0.1 2.7 ▲ 0.3
32 精密機械器具製造業 0.6 1.0 0.4 1.6 0.6 3.1 2.4 ▲ 0.7 4.1 1.7
34 その他の製造業 0.7 1.0 0.3 1.3 0.3 3.2 3.3 0.1 4.1 0.8

注：開業率　＝　開設・転入、転業の事業所数　／　当年事業所数　×　１００
　　廃業率　＝　廃業・転出、転業の事業所　　／　前年事業所数　×　１００

開　　　業　　　率 廃　　　業　　　率



(2)継続事業所の出荷額前年比の分布状況

平成１３年にかけて継続した事業所(13万7608事業所)の出荷額前年平成１２年から

比分布をみると、平成１２年に比べ左寄りの形状となっている。

（従業者10人以上の事業所）継続事業所の出荷額前年比分布

出荷額が前年比プラスになった事業所の割合は、平成１２年の52.5％から平成１３年

は43.0％と ▲9.5ポイント減 平成１０年(前年比プラス35.7％) １１年(同37.8％)に、 、 、

比べると前年比プラスの事業所の割合は高いものの、過半数割れとなっている。

（従業者10人以上の事業所）出荷額前年比の比較
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産業別にみると、食料品製造業、飲料・たばこ・飼料製造業、出版・印刷・同関連産

業、なめし革・同製品・毛皮製造業を除く18産業で、出荷額前年比プラス事業所の割合

は低下となっている。なかでも、非鉄金属製造業、鉄鋼業、電気機械器具製造業、ゴム

製品製造業、石油製品・石炭製品製造業、プラスチック製品製造業の低下が大きいもの

となっている。

また、出荷額前年比プラス事業所の割合が高い産業は、一般機械器具製造業、輸送用

機械器具製造業、金属製品製造業、食料品製造業、精密機械器具製造業の順となってい

る。

、 、 、従業者規模別では 全規模で出荷額前年比プラス事業所の割合が低下しており また

従業者規模が大きくなるほど低下幅も大きい。

産業別、従業者規模別 出荷額前年比プラスの割合
（従業者10人以上の事業所）

== 出荷額前年比プラスの割合が増加した産業の分布（抜粋） ==

なめし革・同製品・毛皮製造業 飲料・たばこ・飼料製造業
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== 出荷額前年比プラスの割合が減少した産業の分布（抜粋） ==

非鉄金属製造業 鉄鋼業

== 従業者規模別 出荷額前年比分布 ==

10～29人規模 30～99人規模

100～299人規模 300人以上規模
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、 。都道府県別では 長崎を除く全県で出荷額プラスの事業所の割合は低下となっている

、 、 、 、 、 、 、 、 。低下幅が大きい県は 長野 福井 山形 山梨 滋賀 岩手 富山 島根などであった

また、前年比プラス事業所の割合が高い県は、愛知、神奈川、香川、群馬、三重、広

島、長崎、石川、栃木、埼玉の順となっている。

（従業者10人以上の事業所）都道府県別出荷額前年比プラス事業所の割合

地域（経済産業局管区）別では、全地域で出荷額プラスの事業所の割合は低下となっ

ている。低下幅が大きいのは、東北、近畿、関東などであった。

また、前年比プラス事業所の割合が高い地域は、中部、北海道、関東となっている。

== 地域別（経済産業局管区）別出荷額前年比分布 ==
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　平成１２年　＝　52.4％
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　平成１２年　＝　48.8％
　　　１３年　＝　42.7％

▲ 400

▲ 200

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

～
9

10
～
19

20
～
29

30
～
39

40
～
49

50
～
59

60
～
69

70
～
79

80
～
89

90
～
99

10
0～
10
9

11
0～
11
9

12
0～
12
9

13
0～
13
9

1
4
0
～
1
4
9

15
0～
15
9

16
0～
16
9

1
7
0
～
1
7
9

18
0～
18
9

1
9
0
～
1
9
9

2
0
0
～

平成12年

平成13年

前年差

(事業所)

前
年
比
(%)

出荷額が前年を上回った
事業所の割合

　平成１２年　＝　47.5％
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